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平成 18 年 8 月期   個別中間財務諸表の概要       平成18年4月19日 

上 場 会 社 名 株式会社サンヨーハウジング名古屋 上場取引所  東・名

コ ー ド 番 号 8904 本社所在都道府県  愛知県
（ＵＲＬ  http://www.sanyo-hn.co.jp ） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長     氏名 宮﨑 宗市 
問合せ先責任者 役職名 総務部長兼経営企画室長 氏名 宇津 和記   ＴＥＬ (052)859－0034 
中間決算取締役会開催日 平成18年4月19日        中間配当制度の有無  ○有 ・無 
中間配当支払開始日   平成18年5月22日        単元株制度採用の有無  有・○無  
 
１． 18年2月中間期の業績(平成17年9月1日～平成18年2月28日) 
(1)経営成績                （百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年2月中間期 13,156 (  3.8) 879 (△12.0) 884 (△13.6)
17年2月中間期 12,676 ( 17.5) 999 ( 17.6) 1,024 ( 18.2)

17年8月期 27,597 2,324 2,379 
 
 中間(当期)純利益 1株当たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭

18年2月中間期 510 (△14.9) 4,677 85
17年2月中間期 599 ( 22.1) 11,438 35

17年8月期 1,387 12,667 63
(注) ①期中平均株式数 18年2月中間期 109,104株  17年2月中間期 52,436株  17年8月期 104,872株 
    ②会計処理の方法の変更 ○有 ・無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減

率 
 
(2)配当状況 

 1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金 

  円 銭 円 銭

18年2月中間期 1,500 00 ― ―
17年2月中間期 3,000 00 ― ―

17年8月期 ― 00 4,500 00
 
(3)財政状態 

 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年2月中間期 24,983 9,391 37.6 80,705 72
17年2月中間期 19,467 6,410 32.9 122,262 01

17年8月期 20,419 7,047 34.5 66,638 87
(注) ①期末発行済株式数 18年2月中間期 116,372株 17年2月中間期 52,436株 17年8月期 104,872株 

②期末自己株式数  18年2月中間期    0株 17年2月中間期   0株 17年8月期    0株 
 
２．18年8月期の業績予想(平成17年9月1日～平成18年8月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通   期 29,273 2,428 1,409 1,700 00 3,200 00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 11,975円68銭 
 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しとなっております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記予想に関する事項は、添付資料13ページ「(3) 通期の見通し」をご参照下さい。 
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中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成17年２月28日) 

当中間会計期間末 

(平成18年２月28日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年８月31日) 

区分  金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金預金  4,293,157 7,731,095 5,158,791 

２ 完成工事未収入金  130,427 247,896 147,149 

３ 販売用不動産 ※2 1,295,821 1,883,819 1,021,004 

４ 開発事業支出金 ※2 9,488,694 10,814,099 9,979,872 

５ 未成工事支出金  924,317 1,001,532 700,360 

６ 材料貯蔵品  7,526 3,806 3,674 

７ 短期貸付金  281 ― ― 

８ 繰延税金資産  97,662 103,785 95,953 

９ その他  437,123 444,561 517,646 

10 貸倒引当金  △172 △308 △218 

流動資産合計   16,674,841 85.7 22,230,289 89.0  17,624,234 86.3

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※1   

(1) 建物  247,668 242,133 243,436 

(2) 土地  418,152 416,800 418,152 

(3) その他  164,809 65,553 154,508 

計  830,630 4.2 724,487 2.9 816,098 4.0

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  35,976 33,001 35,804 

(2) その他  7,314 7,411 7,303 

計  43,291 0.2 40,412 0.2 43,108 0.2

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  51,266 78,984 62,122 

(2) 関係会社株式  1,515,151 1,515,151 1,515,151 

(3) 長期貸付金  1,515 1,225 1,347 

(4) 繰延税金資産  47,020 30,594 39,468 

(5) その他  308,147 366,483 321,670 

(6) 貸倒引当金  △3,913 △3,913 △3,913 

計  1,919,188 9.9 1,988,526 7.9 1,935,847 9.5

固定資産合計   2,793,110 14.3 2,753,425 11.0  2,795,053 13.7

資産合計   19,467,952 100.0 24,983,715 100.0  20,419,287 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年２月28日) 

当中間会計期間末 

(平成18年２月28日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年８月31日) 

区分  金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 工事未払金  2,210,331 2,317,715 2,268,173 

２ 短期借入金 ※2 4,574,000 6,704,750 5,410,800 

３ １年内返済予定 
  長期借入金 

 200,000 200,000 200,000 

４ １年以内償還予定 
  社債 

 400,000 500,000 900,000 

５ 未払法人税等  444,815 402,026 589,302 

６ 未成工事受入金  2,654,478 3,505,020 1,848,750 

７ 預り金  685,304 749,786 827,900 

８ 賞与引当金  39,592 42,522 48,706 

９ 完成工事補償引当金  13,603 14,327 14,409 

10 その他 ※4 185,553 193,965 207,745 

流動負債合計   11,407,677 58.6 14,630,113 58.6  12,315,787 60.3

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  500,000 ― ― 

２ 長期借入金  900,000 700,000 800,000 

３ 退職給付引当金  4,608 ― 4,575 

４ 役員退職慰労引当金  98,476 110,476 104,866 

５ その他  146,259 151,238 146,907 

固定負債合計   1,649,343 8.5 961,715 3.8  1,056,348 5.2

負債合計   13,057,021 67.1 15,591,829 62.4  13,372,136 65.5

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   1,460,972 7.5 2,481,942 9.9  1,460,972 7.2

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  626,920 1,647,890 626,920 

資本剰余金合計   626,920 3.2 1,647,890 6.6  626,920 3.0

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  109,802 109,802 109,802 

２ 任意積立金  3,410,000 4,410,000 3,410,000 

３ 中間(当期)未処分 
  利益 

 797,000 721,454 1,426,989 

利益剰余金合計   4,316,802 22.2 5,241,256 21.0  4,946,791 24.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  6,236 0.0 20,796 0.1  12,466 0.1

資本合計   6,410,930 32.9 9,391,886 37.6  7,047,151 34.5

負債及び資本合計   19,467,952 100.0 24,983,715 100.0  20,419,287 100.0
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② 中間損益計算書 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分  金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高    

１ 完成工事高  6,717,401 6,635,035 14,409,373 

２ 開発事業売上高  5,959,198 6,521,126 13,188,058 

売上高合計   12,676,600 100.0 13,156,162 100.0  27,597,432 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 完成工事原価  5,065,025 4,905,333 10,686,288 

２ 開発事業売上原価  5,415,585 6,052,251 12,032,427 

売上原価合計   10,480,610 82.7 10,957,585 83.3  22,718,716 82.3

Ⅲ 売上総利益    

１ 完成工事総利益  1,652,376 1,729,702 3,723,084 

２ 開発事業総利益  543,613 468,875 1,155,631 

売上総利益計   2,195,989 17.3 2,198,577 16.7  4,878,715 17.7

Ⅳ 販売費及び一般管理費   1,196,204 9.4 1,318,877 10.0  2,554,315 9.3

営業利益   999,785 7.9 879,699 6.7  2,324,400 8.4

Ⅴ 営業外収益 ※２  86,766 0.7 102,908 0.8  189,448 0.7

Ⅵ 営業外費用 ※３  62,478 0.5 98,220 0.8  134,258 0.5

経常利益   1,024,073 8.1 884,388 6.7  2,379,590 8.6

Ⅶ 特別利益   ― ― ― ―  18 0.0

Ⅷ 特別損失 ※４※５  7,484 0.1 1,481 0.0  7,819 0.0

税引前中間 
(当期)純利益 

  1,016,588 8.0 882,906 6.7  2,371,789 8.6

法人税、住民税 
及び事業税 

 420,120 376,801 983,387 

法人税等調整額  △3,312 416,807 3.3 △4,267 372,533 2.8 1,323 984,710 3.6

中間(当期)純利益   599,781 4.7 510,372 3.9  1,387,079 5.0

前期繰越利益   197,218 211,081  197,218

中間配当額   ― ―  157,308

中間(当期) 
未処分利益 

  797,000 721,454  1,426,989
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   販売用不動産 

    個別法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   販売用不動産 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   販売用不動産 

同左 

   開発事業支出金 

    個別法による原価法 

   開発事業支出金 

同左 

   開発事業支出金 

同左 

   未成工事支出金 

    個別法による原価法 

   未成工事支出金 

同左 

   未成工事支出金 

同左 

   材料貯蔵品 

    最終仕入原価法 

   材料貯蔵品 

同左 

   材料貯蔵品 

同左 

 (2) 有価証券 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

 (2) 有価証券 

   子会社株式 

同左 

 (2) 有価証券 

   子会社株式 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全額資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全額資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法を採用しております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得の建物(建物附属設備を

除く)については、定額法によ

っております。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物       15～39年 

   構築物      10～20年 

   車輌運搬具    ４～６年 

   工具器具備品   ５～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 新株発行費 

――― 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 新株発行費 

   支出時に全額費用として処理

しております。 

   平成17年12月21日付一般募集

及び平成18年１月16日付第三者

割当による新株式の発行は、引

受証券会社が引受価額で引受を

行い、これを引受価額と異なる

発行価格で一般投資家に販売す

る買取引受契約によっておりま

す。 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 新株発行費 

――― 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち、当中間会計期

間の負担額を計上しておりま

す。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち、当期の負担額

を計上しております。 

 (3) 完成工事補償引当金 

   完成工事に係る補償支出の費

用に備えるため、将来の見積補

償額を計上しております。 

 (3) 完成工事補償引当金 

同左 

 (3) 完成工事補償引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務

指針(会計制度委員会報告第13

号)に定める簡便法に基づき、

直近の年金財政上の責任準備金

をもって期末日における退職給

付債務を計算し、当該期末日の

年金資産の公正な評価額を控除

して計上しております。 

   また、退職給付費用は、期首

退職給付引当金残高から適格退

職年金制度への当期拠出金を控

除した後の残高と期末退職給付

引当金との差額として計上して

おります。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 完成工事高の計上基準 

   完成工事高の計上は、工事完

成基準によっております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 完成工事高の計上基準 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 (1) 完成工事高の計上基準 

同左 

 (2) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっており、控除

対象外消費税等については、販

売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 (2) 消費税等の会計処理 

同左 

 (2) 消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

 

――― 

 

 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が

1,353千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

 

――― 
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追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が9,880千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が

9,880千円減少しております。 

  

――― 

 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当期から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」(平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が22,700千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、

22,700千円減少しております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成17年２月28日) 

当中間会計期間末 
(平成18年２月28日) 

前事業年度末 
(平成17年８月31日) 

※１ 有形固定資産の 
  減価償却累計額 

257,309千円

 

※１ 有形固定資産の
  減価償却累計額 

172,758千円

 

※１ 有形固定資産の 
  減価償却累計額 

287,500千円

 
※２ 担保に提供している資産及び

これに対応する債務は、次のと

おりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

販売用 
不動産 

343,074千円

開発事業 
支出金 

5,784,892千円

計 6,127,966千円
 

※２ 担保に提供している資産及び

これに対応する債務は、次のと

おりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

販売用 
不動産 

548,395千円

開発事業 
支出金 

5,815,887千円

計 6,364,282千円
 

※２ 担保に提供している資産及び

これに対応する債務は、次のと

おりであります。 

  (1) 担保に供している資産 

販売用 
不動産 

136,783千円

開発事業 
支出金 

6,679,794千円

計 6,816,577千円
 

  (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 4,176,000千円
 

  (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 4,806,900千円
 

  (2) 上記に対する債務 

短期借入金 4,946,800千円
 

 ３ 保証債務 

  (1) 住宅建設者に対する金融機

関の融資について、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。 

住宅建設者 3,183,945千円

    なお、この保証は、住宅建

設者に対する金融機関融資が

実行されるまでの間、住宅建

設者が一時的に金融機関から

受ける融資に対する債務保証

であります。 

 ３ 保証債務 

  (1) 住宅建設者に対する金融機

関の融資について、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。 

住宅建設者 3,468,618千円

    なお、この保証は、住宅建

設者に対する金融機関融資が

実行されるまでの間、住宅建

設者が一時的に金融機関から

受ける融資に対する債務保証

であります。 

 ３ 保証債務 

  (1) 住宅建設者に対する金融機

関の融資について、次のとお

り債務保証を行っておりま

す。 

住宅建設者 3,391,245千円

    なお、この保証は、住宅建

設者に対する公的資金融資が

実行されるまでの間、住宅建

設者が一時的に金融機関から

受ける融資に対する債務保証

であります。 

  (2) 子会社の金融機関からの借

入に対して債務保証を行って

おります。 

サンヨー 
ベスト 
ホーム㈱ 

392,100千円

巨勢雄㈱ 490,000千円
 

  (2) 子会社の金融機関からの借

入に対して債務保証を行って

おります。 

サンヨー 
ベスト 
ホーム㈱ 

275,900千円

巨勢雄㈱ 1,330,000千円
 

  (2) 子会社の金融機関からの借

入に対して債務保証を行って

おります。 

サンヨー 
ベスト 
ホーム㈱ 

359,700千円

巨勢雄㈱ 870,000千円
 

※４ 消費税等の取扱い 

   年度決算と同様の方法で計算

し、未払消費税は、流動負債の

その他に含めて表示しておりま

す。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

――― 

 

(注) ※２(1)の担保に供している資産の販売用不動産及び開発事業支出金については、抵当権設定の登記留保扱い

であります。 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 30,170千円

無形固定資産 4,781千円
 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 14,528千円

無形固定資産 6,139千円
 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 65,765千円

無形固定資産 11,384千円
 

※２ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 351千円

受取代願手数料 17,947千円

不動産取得税 
還付金 

25,380千円

安全協力費 18,112千円

受取解約手数料 10,840千円
 

※２ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 172千円

受取代願手数料 20,369千円

不動産取得税 
還付金 

20,253千円

安全協力費 21,630千円

保険解約返戻金 10,395千円
 

※２ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 496千円

受取代願手数料 31,530千円

不動産取得税 
還付金 

58,485千円

安全協力費 38,203千円
 

※３ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 52,048千円
 

※３ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 72,454千円
 

※３ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 111,076千円
 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産除却損 184千円

ゴルフ会員権 

償却額 
7,300千円

 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産除却損 128千円

減損損失 1,353千円
 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産除却損 519千円
 

※５ 

――― 

※５ 減損損失 

   当社は事業用資産については

損益管理を合理的に行える単位

により、遊休資産については物

件ごとに、グルーピングを行っ

ております。そして当中間会計

期間において地価下落がみられ

た遊休資産について減損損失を

特別損失に計上しました。 

用途 種類 場所
金額
(千円)

遊休資産
計1件 

土地
愛知県
豊田市

1,353

   なお、当該資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定し

ております。正味売却価格は固

定資産税評価額から算出した見

積価額から処分費用見積額を差

引いて算定しております。 

※５ 

――― 

 ６ 売上高の季節的変動について 

   一般的に住宅の完成引渡時期

に関しましては、大きな季節変

動があり、当社も事業年度の上

半期の売上高と下半期の売上高

との間には、著しい相違があり

ます。 

   なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は、次のとお

りであります。 

前事業年度 
の下期 

13,333,485千円

当中間 
会計期間 

12,676,600千円

合計 26,010,085千円
 

 ６ 売上高の季節的変動について

   一般的に住宅の完成引渡時期

に関しましては、大きな季節変

動があり、当社も事業年度の上

半期の売上高と下半期の売上高

との間には、著しい相違があり

ます。 

   なお、当中間会計期間末に至

る１年間の売上高は、次のとお

りであります。 

前事業年度
の下期 

14,920,832千円

当中間 
会計期間 

13,156,162千円

合計 28,076,994千円
 

 

――― 
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リース取引関係 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 

19,956 17,737 2,219 

合計 19,956 17,737 2,219 

 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間 
期末残高
相当額
(千円)

車輌 
運搬具 

12,428 6,298 6,130

工具器具
備品 

11,250 11,140 109

合計 23,678 17,438 6,240

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
備品 

11,250 10,643 606

合計 11,250 10,643 606

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 2,109千円

１年超 109千円

 計 2,219千円
 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 5,641千円

１年超 598千円

 計 6,240千円
 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 591千円

１年超 15千円

 計 606千円
 

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。 

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。 

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 2,675千円

減価償却費 
相当額 

2,675千円

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 4,563千円

減価償却費 
相当額 

4,563千円

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 3,884千円

減価償却費 
相当額 

3,884千円

 
 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左 
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有価証券関係 

前中間会計期間末(平成17年２月28日) 

子会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。 

 

当中間会計期間末(平成18年２月28日) 

子会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。 

 

前事業年度末(平成17年８月31日) 

子会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。 

 

― 56 ― 



ファイル名:13 47-59 更新日時:4/14/2006 11:12:00 AM 印刷日時:06/04/14 11:13 

(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１株当たり純資産額 122,262円01銭 80,705円72銭 66,638円87銭

１株当たり中間 
(当期)純利益 

11,438円35銭 4,677円85銭 12,667円63銭

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成16年10月20

日及び平成17年４月20日付

でそれぞれ普通株式１株に

対し普通株式２株の割合で

株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が

行われたと仮定した場合に

おける（１株当たり情報）

前期の各数値は以下のとお

りであります。 

１株当たり純資産額 

57,113円37銭

１株当たり当期純利益 

10,993円35銭

 (注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年９月１日
至 平成17年２月28日)

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  

 中間(当期)純利益(千円) 599,781 510,372 1,387,079

 普通株主に帰属しない金額(千円)   

  利益処分による役員賞与金 ― ― 58,600

 普通株式に係る 
 中間(当期)純利益(千円) 

599,781 510,372 1,328,479

 普通株式の期中平均株式数(株) 52,436 109,104 104,872
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

 当社は、平成17年２月３日開催の

取締役会において株式分割による新

株式の発行を行う旨の決議をしてお

ります。 

 当該株式分割の内容は、下記のと

おりであります。 

 １ 平成17年４月20日付をもって

平成17年２月28日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載され

た株主の所有株式数を１株に付

き２株の割合をもって分割す

る。 

 ２ 分割により増加する株式数 

普通株式52,436株 

 ３ 配当起算日 

平成17年３月１日 

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における(１株当たり

情報)の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。 

――― 

  

  

  

  

 

――― 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり 

純資産額 

52,703円40銭 

１株当たり 

純資産額 

61,131円01銭 

１株当たり 

純資産額 

57,113円37銭 

１株当たり 

中間純利益 

5,104円08銭 

１株当たり 

中間純利益 

5,719円18銭 

１株当たり 

当期純利益 

10,993円35銭 

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間純利益 

5,093円84銭 

潜在株式調整後 

１株当たり 

中間純利益 

― 

潜在株式調整後 

１株当たり 

当期純利益 

― 
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(当中間期中の発行済株式数の増加) 

 
 前中間会計期間 

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間期（当期）中の

発行済株式数の増加内

訳 

平成16年10月20日付株式分

割による新株の発行 

 (1)分割比率 

  1：2 

 (2)発行株式数 

  26,218株

平成17年12月21日付一般募

集による増資 

 (1)発行株式数 

  10,000株

 (2)発行価格 

  177,560円

 (3)資本組入額 

  88,780円

平成18年１月16日付第三者

割当による増資 

 (1)発行株式数 

  1,500株

 (2)発行価格 

  177,560円

 (3)資本組入額 

  88,780円

平成16年10月20日付株式分

割による新株の発行 

 (1)分割比率 

  1：2 

 (2)発行株式数 

  26,218株

平成17年４月20日付株式分

割による新株の発行 

 (1)分割比率 

  1：2 

 (2)発行株式数 

  52,436株
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